
平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 13年 11月 15日

上   場   会   社   名     川崎汽船株式会社 上場取引所  東 大 名 福

コード番号      9107 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理グループ長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　鳥住　孝司 TEL (03) 3595 - 5634
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 15日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨て)

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 297,733 8.3 16,980 △ 14.6 11,867 △ 17.1
12年 9月中間期 274,989 - 19,894 - 14,323 -
13年 3月期 557,869 36,009 26,804

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 7,531 522.4 12.68 -
12年 9月中間期 1,210 - 2.04 -
13年 3月期 1,948 3.28 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期          151 百万円   12年 9月中間期            9 百万円   13年 3月期          312 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期   593,793,907 株　　　12年 9月中間期   593,782,436 株　　　13年 3月期   593,786,644 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 518,260 71,804 13.9 120.92
12年 9月中間期 516,017 66,140 12.8 111.39
13年 3月期 513,797 68,647 13.4 115.61
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期   593,795,858 株　　　12年 9月中間期   593,792,784 株　　　13年 3月期   593,794,937 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 19,950 △ 3,012 △ 14,263 23,812
12年 9月中間期 21,091 △ 10,257 △ 11,291 25,942
13年 3月期 44,694 △ 4,882 △ 46,868 20,466

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  101　社   持分法適用非連結子会社数　2　社   持分法適用関連会社数　16　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）10　社  （除外）2　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　1　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 585,000 21,500 10,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   16 円 84 銭 
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１．経営方針 

会社の経営の基本方針 

当社は、平成１０年４月から下に述べる基本理念と経営課題を掲げ、５ヶ年の経営計画 New “K” LINE Spirit for 21 

(New K-21)に取り組んで参りましたが、目標の達成状況と経済環境の変化とに鑑み、1 年早く本年度末を以って区切り

を付け、来年度以降新たな経営計画に取り組むことと致しました。 

＜New K-21 の基本理念＞ 

①全体として規模拡大を目指しつつ利益重視の基本を堅持し､安定配当を継続すること 

②海運業を中核とする物流事業を、顧客志向でグローバルに展開する、堅実且つ進取の気象あふれる企業グルー

プを目指すこと 

＜New K-21 の経営の具体的課題＞ 

①経営のグローバル化 

②連結経営重視 

③組織活性化 

④安全運航 

⑤環境保全 

 

会社の利益配分に関する基本方針 

当社は配当については収益状況に応じて実施することを基本とし、外航海運業及びその他運輸付帯事業等での競

争激化に耐えうる経営基盤の強化、将来の事業展開に備えての内部留保の充実並びに安定配当の継続などを勘案し

て、中長期的観点から総合的に決定する方針を採っております｡ 

 

目標とする経営指標 

Ｎｅｗ Ｋ－２１の数値目標は、計画年度の半ば平成 12 年 7 月に当時の営業環境を背景に上方に修正され、以下の

数値（運航規模を除きいずれも連結ベース）を平成 15 年 3 月期の目標としています。 

売上高６，１００億円（当初計画６，０００億円）、経常利益３３０億円(当初計画１８０億円)、有利子負債２，７００億円（当

初計画３，１５０億円）、事業利益４５０億円、投下資本事業利益率７．５％、総資本事業利益率１０％、自己資本比率２

０％（当初計画１８％）、ＲＯＥ１５％（当初計画８％）、運航規模３００隻、１，７００万重量トン 

 

中長期的な会社の経営戦略（New K-21 の達成見通し） 

 昨年７月の目標数値の上方修正は、コンテナ船部門の運賃率の大幅な修復を背景に営業利益が著しく改善し、その

結果当初の数値目標を目標値として掲げ続けることが実態と合わなくなったためでした。然しながら、昨年後半以来の

米国の景気減速により、コンテナ船の運賃率が予想を超えて急低下し、更に本年 9 月米国で発生したテロ事件を機に

世界経済の先行き不透明感が増した結果、最終年度における修正利益目標の達成は困難な見通しとなりました。然し

一方で、New K-21 で目指した企業風土・カルチャー、運営体制の変革等の定性的な項目については既に当社に根付

き、数値目標においても当初計画の水準は本年度で概ね達成の見込みです。上述の状況に加え、本年 9 月にはコン

テナ船事業において従来の陽明海運・コスココンテナラインとの提携に加え韓進海運・セネターライングループとの新ア

ライアンス結成に向けた検討が開始される等、現計画を四年前に発表してから経営環境も大きく変化しております。以

上の点を考慮し、New K-21は本年度をもって終結させ、新たな経営計画に移行すべきと判断致しました。新 3ヵ年中期

経営計画は本年度内に骨子を纏めて来年４月に発表の予定です。 
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会社の対処すべき課題 

当社グループが対処すべき当面の課題は、コンテナ船、不定期専用船、エネルギー資源輸送の外航海運各部門に

おいて利益を重視しつつ業容拡大を図ること、そしてグループ会社の機能別再編による、連結経営としての一体化と効

率化を実現することです。 

 

経営のグローバル化では、北米、欧州、アジアへの事業拠点のシフトを進めてまいりましたが、本年７月にはシンガポ

ールに海上運送業を営む１００％出資現地法人“K” Line Pte Ltd を発足させました。アジアを中心に現地に根ざした自

営海運事業の展開を図ります。 

 グループ再編については、本年１０月(株)ケイライン物流ホールディングスの全額出資により新物流事業会社(株)ケイ

ロジスティックスを設立しました。新会社の設立は、地理的条件や輸送形態に拘らず物流の一元的かつ一貫引き受け

によるワンストップ・サービスの提供や、ＩＴを活用した全国的な営業体制の確立等、顧客ニーズに即した総合物流サー

ビスの提供を目指す第一歩と位置付けます。 

ＩＴ（情報技術）への取り組みについては、引き続きホームページの機能強化、業界共同ポータルサイト (GT Nexus)

や貿易金融 EDI（ボレロ）などへの参画などを通じて顧客サービスの拡充に努めます。また、効率的な連結経営のため

に、グループとして情報の共有化や関連システムの共通化を図ります。 

組織活性化については、本年 4 月よりいわゆる年功序列を廃し、成果（目標達成度評価）にもとづく新人事制度を導

入しました。これにより従業員の就労意欲を向上させ、より高い生産性を達成するべく効果的な運用をして参ります。 

また、従来の「部」「課」制を廃し、「グループ」「チーム」制としました。役職者はグループ長、チーム長のみのフラットな

組織であり、また、チームについては業態の変化に素早く対応できるよう、新設改廃の権限は担当役員・グループ長に

委ねられています。これにより迅速な意思決定と業務遂行の効率化に努めて参ります。 

安全運航関連では、国際的機関や報道関係者の協力を得て、タンカーの原油流出事故に備えて演習を行います。

環境保全では、グループの環境憲章を定めました。更に環境マネジメントシステムを構築して運用を開始し、本年度中

に ISO14001 の認証を取得する予定です。 

 

会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

国際社会に開かれた企業として役職員が遵守すべき事項を改めて確認すべく、平成 1３年４月に企業倫理基準を制

定しました。 

また、平成１２年６月以来経営管理機構を会長・社長・社長補佐－担当役員の形式にフラット化して組織の簡素化と

担当役員への権限委譲を明確にしましたが、法制審議会によって平成 13 年４月に公表された「商法等の一部を改正す

る法律案要綱中間試案」を勘案し、さらなる業務執行の効率化と迅速化を促進する組織のあり方を引き続き検討しており

ます｡ 

 

２．経営成績 

（１）当上半期の概況 

当上半期の世界経済は、情報技術関連産業の不振を背景に減速しました。すなわち米国では企業収益の悪化と生

産の停滞により、欧州においても輸出の減少により景気の減速傾向が鮮明になりました。欧米への輸出依存度が高い

アジアでは、中国を除き輸出と生産の減少が顕著となりました。わが国では、輸出の落ち込みによる生産の減少とデフ

レ進行の中での企業収益の伸び悩みが雇用や個人所得に波及し、景気は悪化しました。 

以上のような情勢の中、当社は経営計画 New K-21 の方針に基づき、営業の拡大に注力し、その結果、当上半期の 
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連結売上高は２，９７７億３３百万円（前年同期２，７４９億８９百万円）と増収を確保しましたが、運賃市況の低迷により利

益率は低下し、連結経常利益は１１８億６７百万円（前年同期１４３億２３百万円）と減益となりました。これに特別損益等

を加減し、連結中間純利益は７５億３１百万円（前年同期１２億１０百万円）となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益及び減価償却費などにより、当上半期は１９９億５０

百万円のプラスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、船舶の取得による支出などにより、当上半期は３０億１２百万円のマイナスとなり

ました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済に係る支出などにより、当上半期は１４２億６３百万円のマイナス

となりました。 

これらの結果、当上半期末における連結ベースの現金及び現金同等物は３３億４５百万円増加し、期末残高は２３８

億１２百万円となりました。 

 

当社の中間配当につきましては、米国同時多発テロ事件などに伴い当下半期の営業環境が不透明であることから、

実施を見送らせて戴くこととしました。 

 

事業の種類別セグメントの業績概況は次のとおりです｡ 

①海運業 

［コンテナ船部門］ 

当上半期は太平洋航路でのスペース拡充等により、積高は前年同期を上回りました。北米・欧州航路においては中

国直接寄港の拡大による競争力強化、またインド/欧州間等の新規航路の開設を行いました。コスト面では、コンテナ関

連費用を始めとして一層の削減を図りました。しかしながら米国経済の減速及び欧州航路における需給バランスの緩み

から、東西両航路において予想を超える運賃率の低下があり、売上高はほぼ横ばいの結果となりました。 

 

［不定期専用船部門］ 

一般不定期船では、当上半期の市況は、全般的に底堅く始まり期央以降は急速に軟化しましたが、期末には下げ

止まり感も見られました。特に大型船市況は欧州水域を中心として一時は堅調に推移したものの、その後、全世界的な

景気減速感から鉄鋼原料の輸送需要が停滞し市況は下落しました。このような環境の中で、当社は市況変動の影響を

受けない長期貨物契約の確保や、競争力のある船隊整備、効率的な配船などに努めました。 

自動車船部門においては、極東からの自動車輸出は中近東、アフリカ向けは堅調でしたが、大宗の北米、欧州向け

は振るわず、積高は前年同期の実績を下回りました。一方、三国間輸送は積高が順調に伸び、この結果、全体の輸送

台数は前年同期を上回りました。燃料油価格の上昇が収支の圧迫要因となりましたが、効率的な運航に努めるとともに

船隊整備を進めました。 

不定期専用船部門全体として、売上高は前年同期を上回りました。 

 

［エネルギー資源輸送部門］ 

液化天然ガス運搬船については合計２２隻が順調に稼働し、安定的な売上高を確保することができました。 

電力会社向け石炭輸送については、期中に市況の悪化はありましたが、７月の猛暑による発電量増もあり、当上半 
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期は計画を上回る輸送量と売上高をあげることができました。 

油槽船については、OPECの減産等による荷動き減少の影響で､市況は前年同期を下回りましたが､新造ダブルハル

ＶＬＣＣの投入に加え、効率的な運航に努めた結果、売上高は所期の目標を達成しました。 

 

［内航・フェリー部門］ 

内航不定期船部門では、鉄鋼向け石灰石専用船は安定した輸送量を確保しましたが、セメント向け石灰石専用船及

び石炭専用船については計画通りの稼動ができませんでした。内航定期船部門では、紙専用船は概ね順調に推移し、

一般雑貨輸送も本年７月から常陸那珂～苫小牧間に新造 RO/RO 船「勇王丸」を投入しデイリーサービス化を実施した

結果、所期の目標を達成しました。フェリー部門においては、運賃値引き等厳しい環境の中で売上高が減少し、燃料油

価格の高値推移もあって収支は悪化しました。 

 

この結果、海運業部門全体では、売上高は２，４６７億６百万円（前年同期比９．８％増）、営業利益は１３７億４２百万円

（前年同期比１８．３％減）となりました。 

 

②運輸に付帯するサービス業 

コンテナ船の事業規模の拡大にともない海外事業会社を中心に増収となり、グループ全体では、売上高は４４５億１０

百万円（前年同期比０．７％増）、営業利益は２４億８５百万円（前年同期比７．５％減）となりました。 

 

③その他の事業 

道路貨物運送業ほか、上記以外の事業においては、売上高は全体として６５億１６百万円（前年同期比８．４％増）、

営業利益は７億４８百万円（前年同期比６．９％増）となりました。 

 

（２）当下半期の見通し 

当下半期の世界経済は、景気停滞感が強まる中で、米国同時多発テロ事件が発生し、先行きは著しく不透明にな

っています。 

各セグメントとも経営環境の悪化が懸念されますが、当社はグループを挙げて合理化を進めるとともに、各事業にお

いて、当初計画で残された課題を完遂し、次期計画の策定など、新しい経営環境に対応する準備を進めます。コンテ

ナ船事業部門においては、従来の川崎汽船・陽明海運・コスココンテナラインに韓進海運／セネターライングループを

加えて新たなアライアンス（戦略的提携関係）の構築を目指すため、具体的な検討を開始しており、航路毎に新提携サ

ービスを順次実施に移します。不定期専用船部門では引き続き競争力のある船隊の整備に努め、自動車船を中心とし

て三国間輸送の強化に取り組みます。エネルギー資源輸送部門では事業の一層の拡大を目指します。内航、フェリー

部門では本年７月に開始した「常陸那珂／苫小牧航路」デイリーサービスがフル稼働します。「八戸／苫小牧航路」で

は本年９月より航海時間を２時間短縮すると共に、「シルバークイーン」の10,000航海達成を機に割引キャンペーンを実

施します。またオンラインシステムによる予約制を開始するなど旅客数の増加を目指します。 

運輸に付帯するサービス業部門では、港湾物流子会社の再編により、物流事業の合理化と業域拡大を進めます。 

以上の施策により通期の連結業績は売上高５，８５０億円、経常利益２１５億円、当期純利益１００億円を見込んでおり

ます。 

なお、当下半期の円／ドル為替レートは１ドル＝１２０円、燃料油価格はトン当たり１４０ドルを想定しております。 

当社の配当につきましては、先述の通り経営環境がなお不透明な状況にあるため、遺憾ながら中間配当の実施を見 



 －6－

川崎汽船株式会社 
 

送らせて戴くことと致しましたが、年間配当金は通期の予想利益が確保できることを前提として、１株当り５円を予定して

おります。 

 

 

   以  上 
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企業集団の状況 

 
当社の企業集団は海運業を主な内容とし、運輸に付帯するサービス業及びその他各種の事業活動を展開しています。各

事業を構成する主要な会社は、次のとおりです。 
各事業を構成する主要な会社名 事業の内容 

国   内 国   外 

Ⅰ 海運業 

(自営運航･船

舶貸渡等) 

川崎汽船㈱、川崎近海汽船㈱、太洋日本汽船

㈱、旭汽船㈱、神戸棧橋㈱ 

“K” LINE (EUROPE) LIMITED 、 BAYBRIDGE 

NAVIERA S.A.、CANOPUS MARITIME CO., LTD.、

DAISY SHIPPING CO., LTD.、GALAXY NAVIERA 

MARITIME S.A. 、 LAUREL SHIP ‐ PING 

CORPORATION、PEARL MARITIME CO., LTD.、

ST. PAUL MARITIME CORPORA ‐ TION 、 VOLA 

SHIPPING COMPANY. LTD.  

“K” LINE PTE LTD 

Ⅱ 運輸に付

帯するｻｰﾋﾞｽ

業 

(船舶代理店

業・港湾ｻｰﾋﾞｽ

業等) 

川崎航空ｻｰﾋﾞｽ㈱、新東運輸㈱、㈱ﾀﾞｲﾄｰｺｰﾎﾟﾚ

ｰｼｮﾝ、内外運輸㈱、日東物流㈱、北海運輸㈱、

ｹｲﾗｲﾝ ｼｯﾌﾟﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱、東京国際港運㈱、日

東ﾀｸﾞ㈱、㈱ﾘﾝｺｰｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ※  

INTERNATIONAL TRANSPORTATION SER‐VICE, 

INC.、“K” LINE AMERICA, INC.、“K” LINE (HONG 

KONG) LIMITED、KAWASAKI (AUSTRALIA) PTY. 

LIMITED、KAWASAKI  (LONDON) LIMITED、“K” 

LINE (DEUTSCH - LAND) GMBH、 “K” LINE 

(NEDERLAND) B.V.、“K” LINE (SINGAPORE)PTE 

LTD、K LINE (THAILAND) LTD. 

Ⅲ  その他の

事業 

  

(1)投資業 － 
“K” LINE HOLDING LUXEMBOURG S.A.、  “K” 

LINE NEW YORK, INC.  

(2)道路貨物運

送業 

新東陸運㈱、日本高速輸送㈱、舞鶴高速輸送㈱  

(3)不動産賃貸

管理業 

川汽興産㈱  “K” LINE REALTY (N.J.), INC.  

(4)その他 ｲﾝﾀｰﾓｰﾀﾞﾙ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱、ｹｲﾗｲﾝ ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝ

ﾄ ｻｰﾋﾞｽ㈱、ｹｲﾗｲﾝ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱、㈱ｼﾝｷ、六

甲物流㈱※、㈱ｹｲﾗｲﾝ物流ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

CYGNUS INSURANCE COMPANY LIMITED 、

COASTAL TRAILER REPAIR INC.  

（注） 無印：連結会社 ※：関連会社(持分法適用)   

    連結子会社のうち、太洋日本汽船㈱は旧日本汽船㈱を 2001年 4 月1日に合併しています。 

また、“K” LINE PTE LTD は旧 I.M.NAVIERA PTE LTD を社名変更したものです。 

 

上記の事業の系統図は概ね次のとおりです。 

 
顧  客 

 
 
     運輸に付帯                                             その他の事業 
    するｻｰﾋﾞｽ業                       海運業 

                                                          投資業 

     船舶代理店業                     自営運航                道路貨物運送業 

     港湾ｻｰﾋﾞｽ業                                           不動産賃貸管理業  

     そ の 他                       船舶貸渡                   その他 
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(単位：百万円)

％ ％ ％

現 金 ･ 預 金 23,819 20,002 3,816 24,838

受 取 手 形 ･ 営 業 未 収 金 55,001 55,337 △ 335 48,058

有 価 証 券 144 822 △ 677 2,059

た な 卸 資 産 7,956 7,168 788 7,223

繰 延 及 び 前 払 費 用 14,980 14,687 292 13,391

そ の 他 24,166 19,987 4,179 16,907

貸 倒 引 当 金 △ 526 △ 473 △ 53 △ 439

流 動 資 産 合 計 125,542 24.2 117,532 22.9 8,010 112,038 21.7

(有形固定資産)

船 舶 222,765 222,700 65 236,901

建 物 及 び 構 築 物 28,911 29,222 △ 311 28,687

土 地 31,017 30,948 69 31,176

そ の 他 20,329 18,107 2,221 17,237

有 形 固 定 資 産 合 計 303,024 58.5 300,978 58.6 2,045 314,003 60.9

(無形固定資産) 4,799 0.9 3,667 0.7 1,132 3,848 0.7

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券 55,837 65,397 △ 9,560 64,977

そ の 他 29,481 26,631 2,849 21,807

貸 倒 引 当 金 △ 474 △ 486 11 △ 724

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 84,844 16.4 91,542 17.8 △ 6,698 86,060 16.7

固 定 資 産 合 計 392,667 75.8 396,188 77.1 △ 3,520 403,913 78.3

50 0.0 75 0.0 △ 25 65 0.0

518,260 100.0 513,797 100.0 4,463 516,017 100.0資 産 合 計

中  間  連  結  貸  借  対  照  表

(A)

前中間連結会計期間末

(平成12年9月30日現在)
科　　　目

(平成13年9月30日現在)

比 較 増 減

(A)-(B)

前連結会計年度の

要約貸借対照表(B)

金　　額

(平成13年3月31日現在)

構成比構成比金　額 金　　額

当中間連結会計期間末

流 動 資 産

繰 延 資 産

〔 資 産 の 部 〕

固 定 資 産

金　　額 構成比
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(単位：百万円)

％ ％ ％

支 払 手 形 ・ 営 業 未 払 金 44,589 45,275 △ 686 40,609

短 期 借 入 金 86,310 76,121 10,188 78,980

賞 与 引 当 金 2,695 2,730 △ 35 2,760

そ の 他 55,812 41,641 14,170 39,704

流 動 負 債 合 計 189,407 36.6 165,770 32.3 23,637 162,053 31.4

社 債 21,000 32,000 △ 11,000 33,000

長 期 借 入 金 178,451 189,854 △ 11,402 185,560

退 職 給 付 引 当 金 17,353 18,434 △ 1,080 13,092

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,847 2,194 △ 347 1,924

特 別 修 繕 引 当 金 4,227 3,501 725 2,306

長 期 リ ー ス 債 務 20,194 20,221 △ 27 35,659

そ の 他 7,390 6,662 728 9,078

固 定 負 債 合 計 250,464 48.3 272,868 53.1 △ 22,403 280,622 54.4

439,872 84.9 438,638 85.4 1,234 442,676 85.8

6,584 1.2 6,511 1.2 72 7,201 1.4

資 本 金 29,689 5.7 29,689 5.8 － 29,689 5.8

資 本 準 備 金 14,534 2.8 14,534 2.8 － 14,534 2.8

連 結 剰 余 金 33,960 6.6 29,539 5.8 4,421 28,801 5.6

その他有価証券評価差額金 △ 2,611 △ 0.5 1,158 0.2 △ 3,769 693 0.1

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 3,769 △ 0.7 △ 6,275 △ 1.2 2,505 △ 7,578 △ 1.5

自 己 株 式 △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 0 △ 0 △ 0.0

71,804 13.9 68,647 13.4 3,157 66,140 12.8

518,260 100.0 513,797 100.0 4,463 516,017 100.0

中  間  連  結  貸  借  対  照  表

(A)

前中間連結会計期間末

(平成12年9月30日現在)
科　　　目

金　　額 構成比

前連結会計年度の

要約貸借対照表(B)

(平成13年3月31日現在)

構成比

比 較 増 減

金　　額

(A)-(B)

〔 負 債 の 部 〕

流 動 負 債

固 定 負 債

負債、少数株主持分及び資本合計

負 債 合 計

〔 少 数 株 主 持 分 〕

〔 資 本 の 部 〕

資 本 合 計

金　　額 構成比 金　額

当中間連結会計期間末

(平成13年9月30日現在)
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(単位：百万円)

％ ％ ％

297,733 100.0 274,989 100.0 22,744 557,869 100.0
254,789 85.6 231,061 84.0 23,727 473,365 84.8
25,964 8.7 24,033 8.8 1,930 48,494 8.7

営 業 利 益 16,980 5.7 19,894 7.2 △ 2,913 36,009 6.5

受 取 利 息 ・ 配 当 金 823 791 32 1,992
そ の 他 営 業 外 収 益 620 857 △ 236 1,477

営 業 外 収 益 合 計 1,444 0.5 1,648 0.6 △ 204 3,470 0.6

支 払 利 息 5,166 5,753 △ 587 12,240

そ の 他 営 業 外 費 用 1,391 1,465 △ 74 434

営 業 外 費 用 合 計 6,557 2.2 7,219 2.6 △ 661 12,675 2.3

経 常 利 益 11,867 4.0 14,323 5.2 △ 2,456 26,804 4.8

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,487 201 6,286 507
固 定 資 産 売 却 益 3,241 333 2,908 677
関 係 会 社 株 式 売 却 益 － 856 △ 856 996

そ の 他 特 別 利 益 247 165 81 397

特 別 利 益 合 計 9,976 3.3 1,556 0.6 8,419 2,579 0.5

投 資 有 価 証 券 売 却 損 7,258 2,301 4,956 3,474
固 定 資 産 売 却 損 1,272 70 1,202 4,712

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 － 1,074 △ 1,074 1,074
退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 － 7,289 △ 7,289 14,578

そ の 他 特 別 損 失 1,136 2,735 △ 1,598 2,935

特 別 損 失 合 計 9,668 3.2 13,471 4.9 △ 3,803 26,776 4.8

12,175 4.1 2,408 0.9 9,767 2,606 0.5

5,692 1.9 4,791 1.8 901 8,626 1.5

△ 1,260 △ 0.4 △ 3,794 △ 1.4 2,534 △ 8,348 △ 1.5

211 0.1 202 0.1 8 380 0.1

7,531 2.5 1,210 0.4 6,321 1,948 0.4

29,539 － 30,085 － △ 545 30,085 －

－ － 7 － △ 7 7 －

3,110 － 2,500 － 609 2,500 －

7,531 － 1,210 － 6,321 1,948 －

33,960 － 28,801 － 5,159 29,539 －

特 別 利 益

特 別 損 失

少 数 株 主 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 費 用

 至  平成13年9月30日
 自  平成13年4月  1日  自  平成12年4月  1日

売 上 高

営 業 外 収 益

売 上 原 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

 至  平成12年9月30日

要約損益計算書

 至  平成13年3月31日

金　　額 百分比 金　額 百分比

科　　　目

金　　額 百分比

中間連結損益及び中間連結剰余金結合計算書

連 結 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前連結会計年度の比較増減

(A)－(B)

当中間連結会計期間
(B)

前中間連結会計期間

 自  平成12年4月  1日

(A)
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（単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 12,175 2,408 2,606

減価償却費 15,933 15,417 32,575

償却費 596 334 975

退職給付引当金の増減額 △ 1,080 3,813 9,154

役員退職慰労引当金の増減額 △ 347 1,924 2,194

特別修繕引当金の増加額 697 207 1,377

受取利息及び受取配当金 △ 823 △ 791 △ 1,992

支払利息 5,166 5,753 12,240

為替差損 829 1,110 574

投資有価証券等売却損益 771 1,252 2,032

有形固定資産売却益 △ 3,241 △ 333 △ 677

有形固定資産売却損 1,272 70 4,712

売上債権の増減額 345 △ 3,828 △ 9,907

仕入債務の増減額 △ 831 362 4,024

たな卸資産の増加額 △ 764 △ 737 △ 657

その他 △ 537 2,006 1,244

      小         計 30,163 28,970 60,477

利息及び配当金の受取額 821 772 2,119

利息の支払額 △ 5,479 △ 5,666 △ 12,218

法人税等の支払額 △ 5,554 △ 2,984 △ 5,683

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,950 21,091 44,694

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券等の取得による支出 △ 14,423 △ 10,624 △ 11,889

投資有価証券等の売却による収入 16,341 13,609 14,015

連結範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出 △ 139 － －

有形固定資産の取得による支出 △ 24,193 △ 22,756 △ 40,394

有形固定資産の売却による収入 19,444 9,830 32,471

その他 △ 42 △ 315 914

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,012 △ 10,257 △ 4,882

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

借入による収入 32,704 48,228 77,872

借入金返済等による支出 △ 43,953 △ 62,325 △ 133,381

社債発行による収入 － 4,972 10,928

配当金の支払額 △ 2,962 △ 2,353 △ 2,357

少数株主への配当金の支払額 △ 51 △ 47 △ 88

その他 0 232 158

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 14,263 △ 11,291 △ 46,868

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 159 130 1,254

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 2,834 △ 327 △ 5,802

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 20,466 25,967 25,967

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 511 301 301

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 23,812 25,942 20,466

(注)　 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)　　　　　

現金及び預金勘定 23,819 24,838 20,002

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 65 △ 801 △ 262

取得日から3ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資 58 1,904 726

現金及び現金同等物 23,812 25,942 20,466

至 平成13年9月30日

自 平成12年4月  1日

至 平成13年3月31日至 平成12年9月30日

自 平成12年4月  1日自 平成13年4月  1日

中間連結キャッシュ・フロー計算書

当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約

キャッシュ･フロー計算書
前中間連結会計期間

科            目

当中間連結会計期間 前連結会計年度

   (平成13年9月)        　　(平成13年3月)

前中間連結会計期間

   (平成12年9月)



 －12－

川崎汽船株式会社 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１． 連結の範囲に関する事項 

イ 連結子会社の数 101社 

主要な連結子会社の名称 川崎近海汽船㈱、川崎航空サービス㈱、㈱ダイトーコーポレーション、

INTERNATIONAL TRANSPORTATION SERVICE, INC.、“K”LINE AMERICA,INC. 

当中間連結会計期間から、株式の追加取得により DONGWOO MARINE CO.,LTD.

を、重要性の観点より BELOCEAN SHIPPING,S.A.、 ARCADIA HIGHWAY 

SHIPPING S.A.、CAPE JACARANDA SHIPPING S.A.、CORONA ACE SHIPPING 

S.A. 、 FEEDERCAPTAIN SHIPPING S.A. 、 FEEDERCHIEF SHIPPING S.A. 、

OLYMPIAN HIGHWAY SHIPPING S.A.、MALACCA HIGHWAY SHIPPING S.A.、

KUMANOGAWA SHIPPING CO.,LTD.を連結子会社に含めました。 

なお、日本汽船㈱と IRIS MARITIME S.A.はそれぞれ連結子会社である太洋日本汽

船㈱及び PINOS MARITIME S.A.と当連結会計期間中に合併致しました。 

ロ 主要な非連結子会社名 主要な非連結子会社として、海運業を営むものは春徳汽船㈱、運輸に付帯するサ

ービス業を営むものはケイラインマリンデータサービス㈱、その他の事業を営むもの

は日東オイルアンドマリン㈱があります。 

なお、非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益

及び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため、連結の範囲から除いています。 

   

     

２．持分法の適用に関する事項 

イ 持分法適用会社の数     18 社  

 

持分法適用会社のうち非連結子会社数は 2 社で、主要な会社として芝浦海運㈱があります。 

関連会社数は16 社で、主要な会社として㈱リンコーコーポレーションがあります。 

なお、当中間連結会計期間から DONGWOO MARINE CO.,LTD.を連結子会社に含めております。 

ロ 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

 

非連結子会社（ケイラインマリンデータサービス㈱他）及び関連会社（清水川崎運輸㈱他）は中間純損益及び連

結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しています。

   

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち中間決算日が 6 月 30 日の会社は 82 社、7 月 31 日の会社は 1社、8 月 31 日の会社は 3 社あり、こ

れら各社については同日現在の中間財務諸表を使用していますが、中間連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては調整を行なっています。その他の連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一となっています。 

 

 

４．会計処理基準に関する事項 

イ 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券  

  ａ 満期保有目的債券 償却原価法 

  ｂ その他有価証券  

   

時価のあるもの 主として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 主として移動平均法による原価法 

 (2) たな卸資産  

  

主として移動平均法に基づく原価法により評価しています。 
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ロ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産  

  船舶 定額法及び定率法を各船別に選択適用しています。 

  その他有形固定資産 主として定率法によっています。 

 (2) 無形固定資産 定額法によっています。 

    ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

    （5 年）に基づく定額法によっています。 

   

ハ 重要な引当金の計上基準  

 (1) 貸倒引当金 

  

債権の貸倒損失に充てるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案して計上しています。 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に支給する賞与に充てるため、当中間連結会計期間に負担すべき支給見込額を計上しています。

 (3) 退職給付引当金 

  

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社（川崎汽船㈱）及び一部の連結子会社は、内規に基づく当中

間連結会計期間末要支給額を計上しています。 

 (5) 特別修繕引当金 

  

船舶の定期検査工事の支出に充てるため、当中間連結会計期間に負担すべき支出見積額を計上していま

す。 

  

ニ 重要なリース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっています。 

   

ホ 重要なヘッジ会計の方法  

 ヘッジ会計の方法 

 

繰延ヘッジ処理によっています。ただし、金利スワップ取引のうち、特例処理の要件を満たすものについては、

特例処理を採用しています。 

  

ヘ その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理   税抜方式によっています。 

  

 

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能 

  な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月 

  以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。 

 

 

主な注記事項 

1.有形固定資産の減価償却累計額         280,776 百万円 

2.偶発債務 

保証債務等                   10,576 百万円 

連帯債務の内、他の連帯債務者負担額     124,989 百万円 

3.受取手形割引高                       4 百万円 
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セグメント情報 

 

(注)  イ．事業区分の方法 

日本標準産業分類を基準に、役務の種類･性質及び類似性を考慮して区分しています。 

ロ．各区分に属する主要な事業 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 

海 運 業 ( 水 運 業 ) 外航海運業、内航海運業、船舶貸渡業 

運輸に 付帯す るサ ービ ス業 船舶代理店業、港湾サービス業、航空運送代理店業 

そ の 他 の 事 業 投資業、道路貨物運送業、不動産賃貸管理業 

 

 

1. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間 (自平成13年4月1日   至平成13年9月30日) (単位 ： 百万円)

売     上     高

(1)外部顧客に対する売上高 246,706 44,510 6,516 297,733 － 297,733

(2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計 247,685 66,113 10,226 324,025 (26,291) 297,733

営　　　業　　　費　　　用 233,942 63,628 9,478 307,049 (26,296) 280,753

営　　　業　　　利　　　益 13,742 2,485 748 16,976 4 16,980

前中間連結会計期間 (自平成12年4月1日   至平成12年9月30日) (単位 ： 百万円)

売     上     高

(1)外部顧客に対する売上高 224,775 44,203 6,010 274,989 － 274,989

(2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計 225,933 62,786 9,600 298,320 (23,331) 274,989

営　　　業　　　費　　　用 209,110 60,100 8,900 278,111 (23,016) 255,094

営　　　業　　　利　　　益 16,822 2,685 700 20,209 (314) 19,894

前連結会計年度 （自平成12年4月1日   至平成13年3月31日） (単位 ： 百万円)

売     上     高

(1)外部顧客に対する売上高 455,385 89,527 12,956 557,869 － 557,869

(2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計 458,523 131,223 20,076 609,822 (51,952) 557,869

営　　　業　　　費　　　用 428,576 126,337 18,991 573,905 (52,044) 521,860

営　　　業　　　利　　　益 29,947 4,885 1,084 35,917 91 36,009

(23,331) －1,157 18,583 3,590 23,331

消去又は
連   結

(水運業) するｻｰﾋﾞｽ業 事業 全社

海運業 運輸に付帯 その他の
計

(51,952) －3,138 41,695 7,119 51,952

消去又は

全社(水運業)

運輸に付帯

するｻｰﾋﾞｽ業

その他の

事業

(水運業) 事業

海運業
計

消去又は

全社

運輸に付帯

するｻｰﾋﾞｽ業

その他の
連   結

連   結

978 21,603 3,709 26,291 (26,291) －

海運業
計
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(注) イ．国又は地域の区分は地理的近接度によっています。 

ロ．本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米    ・・・・アメリカ合衆国、カナダ 

(2) 欧州    ・・・・イギリス、ドイツ、オランダ、フランス 

(3) アジア   ・・・・香港、シンガポール、タイ 

(4) その他の地域・・・・オーストラリア 

 

 

 

 

 

2. 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間 (自平成13年4月1日   至平成13年9月30日) (単位 ： 百万円)

売     上     高

(1)外部顧客に対する売上高 284,898 8,428 2,514 1,862 30 297,733 － 297,733

(2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計 285,207 18,211 4,172 4,556 302 312,449 (14,715) 297,733

営　　　業　　　費　　　用 269,916 17,394 4,221 3,652 296 295,481 (14,728) 280,753

営　　　業　　　利　　　益 15,291 816 (48) 903 5 16,968 12 16,980

前中間連結会計期間 (自平成12年4月1日   至平成12年9月30日) (単位 ： 百万円)

売     上     高

(1)外部顧客に対する売上高 266,048 5,120 1,831 1,945 42 274,989 － 274,989

(2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計 266,100 13,073 3,224 3,761 260 286,420 (11,431) 274,989

営　　　業　　　費　　　用 247,385 12,785 3,113 3,149 276 266,710 (11,615) 255,094

営　　　業　　　利　　　益 18,714 287 111 612 (16) 19,709 184 19,894

前連結会計年度 (自平成12年4月1日   至平成13年3月31日) (単位 ： 百万円)

売     上     高

(1)外部顧客に対する売上高 534,065 15,293 3,879 4,507 124 557,869 － 557,869

(2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計 534,204 33,015 7,264 8,867 616 583,968 (26,098) 557,869

営　　　業　　　費　　　用 501,143 32,074 7,053 7,146 635 548,052 (26,192) 521,860

営　　　業　　　利　　　益 33,060 940 211 1,720 (18) 35,915 94 36,009

その他の
計

消去又は
連  結

地域 全社
日  本 北  米 欧  州 アジア

138 17,721 3,384 4,360 492 26,098 (26,098) －

消去又は

全社
日  本 北  米

その他の

地域

日  本 北  米
その他の

地域
連  結

連  結

欧  州 アジア

欧  州 アジア

計
消去又は

全社

計

51 7,953 1,393 1,816 217 11,431 (11,431) －

308 9,782 1,658 2,693 272 14,715 (14,715) －
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(注) イ．海外売上高は、当社及び本国に所在する連結子会社の外航海運業収益及び本国以外の国に 

所在する連結子会社の売上高の合計額 (ただし、連結会社間の内部売上高を除く。) です。 

ロ．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

ハ．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米    ・・・・アメリカ合衆国、カナダ 

(2)欧州    ・・・・イギリス、ドイツ、オランダ、フランス 

(3)アジア   ・・・・東南アジア、中近東、中華人民共和国、インド 

(4)その他の地域・・・・中南米、アフリカ、オーストラリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 海外売上高

当中間連結会計期間 (自平成13年4月1日   至平成13年9月30日) (単位 ： 百万円)

Ⅰ 海外売上高 85,141 53,657 40,848 54,765 234,412

Ⅱ 連結売上高 297,733

Ⅲ 連結売上高に占める

    海外売上高の割合(%)

前中間連結会計期間 (自平成12年4月1日   至平成12年9月30日) (単位 ： 百万円)

Ⅰ 海外売上高 74,213 46,290 36,146 49,087 205,739

Ⅱ 連結売上高 274,989

Ⅲ 連結売上高に占める

    海外売上高の割合(%)

前連結会計年度 （自平成12年4月1日   至平成13年3月31日） (単位 ： 百万円)

Ⅰ 海外売上高 155,215 91,821 74,062 100,214 421,314

Ⅱ 連結売上高 557,869

Ⅲ 連結売上高に占める

    海外売上高の割合(%)

計

27.0 16.8 13.1 17.9 74.8

北   米 欧   州 アジア その他の地域

75.5

28.6 18.0 13.7 18.4 78.7

27.8 16.4 13.3 18.0

計

北   米 欧   州 アジア その他の地域 計

北   米 欧   州 アジア その他の地域
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リース取引関係 

 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

 ( 平成13 年４月 ～ 平成13 年９月) 

前 連 結 会 計 年 度 

 (平成12 年４月 ～ 平成13 年３月) 

前 中 間 連 結 会 計 期 間 

 (平成12 年４月 ～ 平成12 年 9 月) 

1.借主側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

1.借主側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

1.借主側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

            器具･備品 その他 合  計            器具･備品 その他 合  計            器具･備品 その他 合  計

 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円  百万円 百万円 百万円

取得価額 

相 当 額 

 

24,053 4,284

 

28,337 

取得価額

相 当 額 18,207 4,317 22,524

取得価額 

相 当 額 

 

14,871 4,935 19,806

減価償却累 

計額相当額 4,373 2,547 6,920 
減価償却累

計額相当額 4,819 2,469 7,288
減価償却累 

計額相当額 3,982 2,868 6,851

中間期末 

残高相当額 19,679 1,737 21,417 
期 末 残高

相 当 額 13,388 1,848 15,236
中間期末 

残高相当額 10,888 2,067 12,955

   

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 

        １年以内 2,894 百万円         １年以内 2,486 百万円         １年以内 2,064 百万円

        １ 年 超 19,583          １ 年 超 13,463          １ 年 超 11,233  

          合 計 22,478            合 計 15,949            合 計 13,297  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支 払 リ ー ス 料 2,112 百万円 支 払 リ ー ス 料 2,692 百万円 支 払 リ ー ス 料 1,112 百万円

減価償却費相当額 1,654  減価償却費相当額 2,134  減価償却費相当額 921  

支払利息相当額 612  支払利息相当額 697  支払利息相当額 257  

   

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっています。 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっています。 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっています。 

・ 利息相当額の算定方法 

主として、リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっ

ています。 

・ 利息相当額の算定方法 

主として、リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっ

ています。 

・ 利息相当額の算定方法 

主として、リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっ

ています。 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

        １年以内 7,332 百万円         １年以内 5,107 百万円         １年以内 2,330 百万円

        １ 年 超 46,774          １ 年 超 28,009          １ 年 超 15,494  

          合 計 54,106            合 計 33,116            合 計 17,825  
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当 中 間 連 結 会 計 期 間 

 ( 平成13 年４月 ～ 平成13 年９月) 

前 連 結 会 計 年 度 

 (平成12 年４月 ～ 平成13 年３月) 

前 中 間 連 結 会 計 期 間 

 ( 平成12 年４月 ～ 平成12 年９月) 

2.貸主側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

2.貸主側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

2.貸主側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

            器具･備品              器具･備品               器具･備品   

取得価額 

百万円 

4   取得価額

百万円

4 取得価額 

百万円 

13 

減 価 償 却 

累 計 額 4 
  

減 価 償 却

累 計 額 4
減 価 償 却 

累 計 額 12 

中間期末 

残 高 

 

0   

期 末

残 高 0

中間期末 

残 高 0 

   

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 

        １年以内 0 百万円         １年以内 0 百万円         １年以内 0 百万円

        １ 年 超 －          １ 年 超 －          １ 年 超 0  

          合 計 0            合 計 0            合 計 0  

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相

当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相

当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相

当額 

受 取 リ ー ス 料 0 百万円 受 取 リ ー ス 料 6 百万円 受 取 リ ー ス 料 5 百万円

減 価 償 却 費 0  減 価 償 却 費 5  減 価 償 却 費 5  

受取利息相当額 0  受取利息相当額 0  受取利息相当額 0  

   

④ 利息相当額の算定方法 ④ 利息相当額の算定方法 ④ 利息相当額の算定方法 

主として、リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を控除した

額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっています。 

主として、リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を控除した

額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっています。 

主として、リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を控除した

額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっています。 
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 川崎汽船株式会社 
有 価 証 券 関 係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　　 

　　　 　該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

(単位：百万円)

差　額

　　①株式 42,536 38,248 △ 4,287

　　②債券 　

　　　 国債・地方債等 77 77 　 0

　　　 社債 15 14 △ 0

　　　 その他 71 71 △ 0

　　③その他 900 854 △ 46

計 43,601 39,265 △ 4,335

３．時価評価されていない主な有価証券（上記１､２を除く）の内容及び中間連結貸借対照表計上額

(単位：百万円)

その他有価証券
（平成13年9月30日現在）

区　分

取　得　原　価 中間連結貸借対照表計上額

当中間連結会計期間

（平成13年9月30日現在）

当中間連結会計期間

非上場株式(店頭売買株式を除く) 6,581
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川崎汽船株式会社 
 

 

 

 

 

 

前連結会計年度末 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの (平成13年3月31日現在)

                                                  (単位：百万円)

(1) 国債・地方債等 － － 　 －

(2) 社債 － － 　 －

(3) その他 10 10 　 0

10 10 　 0

(1) 国債・地方債等 － － 　 －

(2) 社債 － － 　 －

(3) その他 － － 　 －

－ － 　 －

10 10 　 0

２．その他有価証券で時価のあるもの (平成13年3月31日現在)

                                                    (単位：百万円)

(1) 株式 11,742 25,888 　 14,146

(2) 債券 　

① 国債・地方債等 － － 　 －

② 社債 － － 　 －

③ その他 44 47 　 3

(3) その他 325 383 　 57

12,112 26,319 　 14,206

(1) 株式 33,759 21,571 △ 12,187

(2) 債券 　

① 国債・地方債等 68 68 　 －

② 社債 531 531 △ 0

③ その他 46 46 　 －

(3) その他 604 581 △ 22

35,010 22,799 △ 12,210

47,123 49,119 　 1,995

３．前連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自平成12年4月1日  至平成13年3月31日)

                   (単位：百万円)

11,666 507

４．時価評価されていない主な有価証券の内容  (平成13年3月31日現在) 

                         (単位：百万円)

(2)その他有価証券

　　非上場株式(店頭売買株式を除く)

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

(平成13年3月31日現在)

                                 (単位：百万円)

(1)債券

   国債・地方債等 － － 68

　 社債 － 531 －

　 その他 75 － －

(2)その他 559 70 57

合　　　　　　計 634 601 125

3,474

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

連結貸借対照表計上額

取 得 原 価

小　　　　計

小　　　　計

時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの

時価が連結貸借対照表計上

額を超えないもの

小　　　　計

売却損の合計

種　　　　類

合　　　　　　計

種　　　　類

小　　　　計

合　　　　　　計

売　却　額 売却益の合計

差　　額

差　　額

時　　価

連結貸借対照表計上額

6,544

連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券 －

区　　　分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内
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川崎汽船株式会社 
 

 

 

デリバティブ取引関係  

 

1.  当中間連結会計期間 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計および特例処理を適用しているため記載を省略しています。 

 

2.  前連結会計年度 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計および特例処理を適用しているため記載を省略しています。 

 

3.  中間連結会計期間 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計および特例処理を適用しているため記載を省略しています。 

 

 

 

 

  

  

    

    

    

    

  

  

    

前中間連結会計期間末

１．時価のある有価証券

(単位：百万円)

(1) 満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 時　価

　　①国債・地方債等 － － －

　　②社債 － － －

　　③その他 69 69 0

計 69 69 0

(2)その他有価証券 取　得　原　価 中間連結貸借対照表計上額 差　額

　　①株式 46,898 48,084 1,186

　　②債券

　　　  国債・地方債等 － － －

　　　 社債 3 3 －

　　　 その他 16 16 －

　　③その他 406 400 △ 6

計 47,325 48,505 1,179

２．時価評価されていない主な有価証券（上記１を除く）の内容及び中間連結貸借対照表計上額

(単位：百万円)

その他有価証券
（平成12年9月30日現在）

区　分

差　額

区　分
前中間連結会計期間

（平成12年9月30日現在）

前中間連結会計期間

6,727非上場株式(店頭売買株式を除く)
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平成１３年９月中間期　連結決算参考資料

1. 所有船舶の当中間連結会計期間中の増減

隻数 隻数

－ － 1 47,425

2 246,824 － －

－ － 1 247,392

1 5,335 1 23,404

3 252,159 3 318,221

(注)　重量屯数は共有船他社持分を含む。

2. 期末運航船舶

隻数 隻数 隻数 隻数

コ ン テ ナ 船 連結 61 2,104,415 63 1,985,243 △ 2 119,172 53 1,810,312

単体 55 2,070,941 57 1,951,901 △ 2 119,040 53 1,810,312

不 定 期 専 用 船 連結 169 9,554,738 168 9,649,191 1 △ 94,453 164 9,719,711

単体 166 9,360,468 166 9,529,176 － △ 168,708 162 9,599,696

ｴﾈﾙｷﾞｰ資源輸送 連結 43 3,886,125 41 3,651,394 2 234,731 43 3,763,017

単体 43 3,886,125 41 3,651,394 2 234,731 43 3,763,017

そ の 他 連結 48 362,121 49 379,473 △ 1 △ 17,352 48 377,955

単体 － － － － － － － －

合 計 連結 321 15,907,399 321 15,665,301 － 242,098 308 15,670,995

単体 264 15,317,534 264 15,132,471 － 185,063 258 15,173,025

(注)　重量屯数は共有船他社持分を含む。

3. 期末運用コンテナ数

(TEU)

280,361 248,653 31,708 255,973

4. 有利子負債残高

(百万円)

329,512 331,484 △ 1,971 347,113

5. 従業員数

(人)

1,144 1,180 △ 36 1,215

4,073 3,911 162 3,585

707 716 △ 9 687

5,924 5,807 117 5,487

有利子負債残高

前中間連結会計期間末

(A) (B) (A)　－　(B)

(A) (B) (A)　－　(B)

(A)

重量屯数（K/T)

(平成12年9月30日)

重量屯数（K/T)重量屯数（K/T)

増　　　減

(平成13年9月30日)　

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成13年3月31日)

重量屯数（K/T)

増　　　減

重量屯数（K/T) 重量屯数（K/T)

増　　　加 減　　　少

増　　　減

期末運用コンテナ数

部　　　門

(平成13年9月30日) (平成12年9月30日)

前中間連結会計期間末

(A) (B) (A)　－　(B)

当中間連結会計期間末

前連結会計年度末

(平成13年3月31日)

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

当中間連結会計期間末

(平成13年9月30日)

(B) (A)　－　(B)
(平成13年3月31日)

前中間連結会計期間末

(平成12年9月30日)

前連結会計年度末

事 業 の 種 類 別

セ グ メ ン ト の 名 称 (平成12年9月30日)

前連結会計年度末

(平成13年3月31日)

増　　　減

(平成13年9月30日)

運輸に付帯するｻｰﾋﾞ ｽ業

海 運 業

合 計

そ の 他 の 事 業

そ の 他

合 計

部     門

コ ン テ ナ 船

不 定 期 専 用 船

ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 資 源 輸 送


